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1位 2位

男（中3） スポーツ・芸能・芸術 12.4% 大工・建築業 8.7%

女（中3） 先生・保育士・看護師等 21.4% 飲食業・調理等 11.8%

男（高3） 工場に勤める 13.2% 先生・保育士・看護師等 9.3%

女（高3） 先生・保育士・看護師等 18.9% 飲食業・調理等 13.4%
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24.7％ 7.1% 37.9%

◦施設の形態について

大舎：１舎20人以上  中舎：１舎13人～19人

小舎：１舎12人以下  その他：大・中・小舎の複合
■平成30年度全養協調べ

その他 30.3％

「1年未満」が最も多く、期間

が長くなるに従い児童数が

漸減している。

■厚生労働省「社会的養護の

現況に関する調査」（平成28

年3月1日現在）をもとに作成
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父・母の精神疾患等

虐待

父・母の行方不明

父母の離婚

児童養護施設は全国に約600あり、それぞれの施設の近

くには、民家やアパート等を利用したグループホームが増

えています。児童養護施設には、保護・養育を必要とする

概ね2～18歳の子どもたち約2万7千人
※
が暮らしていま

す。施設への入所手続きは、都道府県等に設置される児

童相談所が、公的責任のもとで行っています。

（※厚生労働省調べ、平成28年10月1日現在）
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■厚生労働省HPをもとに作成

受



第37回

65.8％

3.4％ 15.7％

15.1％

■平成30年度全養協調べ

一般的に子どもたちの高学歴化が進むな

か、児童養護施設の子どもたちの大学など

への進学率は、30.8％となっています。自ら

希望して就職する子どもたちがいる一方、進

学を希望しながら、経済面や生活面の不安

から、断念せざるを得ない子どもたちは少な

くありません。児童養護施設は子どもたちの

就職・進学という旅立ちを支援するとともに、

退所後も子どもたちに寄り添い、アフターケ

ア―に取り組んでいます。
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